
モビリティサービス勉強会

2022年7月28日

九州経済産業局

情報政策課 デジタル経済室
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経済産業省「第4回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車
政策の方向性に関する検討会」（2022年4月25日）資料から抜粋



3【出所】 経済産業省 第4回 モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車政策の方向性に関する検討会資料（2022年4月25日）

経済産業省「第4回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車
政策の方向性に関する検討会」（2022年4月25日）資料から抜粋
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ミッション１

ー 「ヒト・モノの移動」を確保するとともに、新たな「価値」を取り込みながら、
単なる「移動」を超えた、「新しい価値・サービス」を提供する。

ミッション２

ー カーボンニュートラルの実現、交通事故の減少といった社会の
要請に応えつつ、これを新たな価値に結びつけていく。

ミッション３

ー 基幹産業として国際競争力を確保し続ける

経済産業省「第4回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車
政策の方向性に関する検討会」（2022年4月25日）資料を編集
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経済産業省「第4回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車
政策の方向性に関する検討会」（2022年4月25日）資料から抜粋
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経済産業省「第１回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動
車政策の方向性に関する検討会」（2020年3月31日）資料から抜粋



7

＜参考＞インターネットを利用した家計消費
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（二人以上1世帯当たり1か月間の支出額）

食料

旅行関係費

⚫ 2021年のインターネットを利用した支出額は約1万8千円で年々増加。2017年比で＋77％
の伸び

⚫ 特に食料で増加する一方、旅行関係費は感染症の影響を受け減少

【出所】 総務省統計局「家計消費状況調査」を元に作成
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＜参考＞宅配便等取扱個数の推移
【出所】 国土交通省「令和2年度宅配便取扱実績について」（2021年8月6日）
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経済産業省「第4回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車
政策の方向性に関する検討会」（2022年4月25日）資料から抜粋
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経済産業省「第4回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車
政策の方向性に関する検討会」（2022年4月25日）資料から抜粋
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経済産業省「第4回モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車
政策の方向性に関する検討会」（2022年4月25日）資料から抜粋



スマートモビリティチャレンジプロジェクト
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⚫新たなモビリティサービスの社会実装を通じた移動課題の解決及び地域活性化を目指し、地域と
企業の協働による意欲的な挑戦を促す「スマートモビリティチャレンジ」プロジェクトを国土交通省・
経済産業省で令和元年4月より開始。

⚫スマートモビリティチャレンジ推進協議会では、MaaSに関する情報発信や会員同士のマッチング、シン
ポジウム開催などの地域・企業等の連携強化を促進する取組を実施。

フィールド提供、
データ共有、成果報告

協議会に情報提供
提言づくり等に参画

情報提供・課題分析

経済産業省

地域新MaaS
創出推進事業

国土交通省

日本版 MaaS
推進・支援事業

民間事業者、地方自治体、大学・研究機関

全350団体(うち自治体115)

※2022年7月8日時点
その他（全国での独自の取組）

スマートモビリティチャレンジ推進協議会

情報共有、地域・事業者マッチング、成果共有、課題抽出等

ニーズに応じた支援

地域・事業者の更なる連携に向けた経産省・国交省の取組



⚫ 地域におけるMaaSの社会実装・横展開に向けては、事業性、社会受容性、体制面など取組の中
でも共通した課題が存在。これらの共通課題を整理し、地域にフィードバックすることで、社会実装や
全国横展開のモデルとなる先進事例の創出を目指す。

令和4年度 地域新MaaS創出推進事業
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公募開始 4月5日（火）
締切 5月16日（月）12:00
採択決定 6月下旬予定

採択件数 10件程度
予算規模 １地域あたり、2,000万円上限

※自動走行車を活用するプロジェクトについては、車
両の設備投資等について事情に応じた支出を検討

「テーマ」「実験フィールド」を実証地域毎に設定し、テー
マ・フィールドに準じた地域の課題解決や全国での横展
開モデルとなるように、実証から社会実装までを見据え
た事業計画に基づき、令和3年度に整理された共通課
題に対応した先進的な実証実験（企画・準備・実施・
検証）を実施する。

実施内容 テーマ

A) 他の移動との重ね掛けによる効率化

B) モビリティでのサービス提供

C) 需要側の変容を促す仕掛け

D) 異業種との連携による収益活用・付加価値
創出

E) モビリティ関連データを取得、交通・都市政策
との連携

フィールド

1. 基礎自治体や行政区における人口規模

2. 実証実験エリアにおける人口規模、自家用車
分担率

3. 地理的・経済的・文化圏的・交通動態的な
特徴
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（参考）政府のスマートシティ関連事業

※迷惑メール対策のため、「 」を「 atmark 」と表示しております。 送信の際には、「 ＠」に変更してください。
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URL：https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/20220713smartcity.html



16URL： https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/pdf/220713_bessi2.pdf


